
第４章 地域資源を活かした農村の振興・活性化

１ 農山漁村の活性化に向けて

（１）農山漁村活性化の取組

農山漁村の持つ豊かな自然や「食」を観光、教育等に活用しながら、都市と

農山漁村の共生・対流を推進し、地域の活性化と地域コミュニティの再生を支

援する取組として「都市農村共生・対流総合対策交付金」が平成25（2013）年

度に創設され、九州においてもこれまで36地域でこの交付金が活用されました。

また、平成27（2015）年12月、九州各地のグリ－ン・ツ－リズムの実践者等

が一同に会する九州グリ－ン・ツ－リズムシンポジウムが佐賀県下において行

われました。

【九州グリーン・ツーリズムシンポジウム2015in佐賀】

（主催：九州グリーン・ツーリズムシンポジウム2015実行委員会）

民間主導となって８回目を迎える

「九州グリ－ン・ツ－リズムシンポ

ジウム」が、平成27（2015）年12月

２～３日の２日間、『「食う・寝る

・遊ぶ」さがん時間』をテ－マに佐

賀県で開催されました。

１日目は県内５つのエリアに分散

して分科会を行い、各地オリジナル

の田舎体験等を行い、夜は民泊等で

の交流会で親睦を深めました。

２日目は「唐津市文化体育館」に
か ら つ し

集合し、全体シンポジウムとしてパ

ネルディスカッションや参加者によ

る検討会を行い、その後の大交流会

により更なる交流を深めました。

今回も九州内外から約400名が集

まり、「グリーン・ツーリズム先進

地 九州」を再実感できる大会でし

た。

全体シンポジウムの様子

大交流会の様子
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さらに、子供たちが、農山漁村での農作業・宿泊体験等を通じて、農山漁村

のありのままを知り、ものの見方や考え方を深め、学ぶ意欲や自立心、思いや

りの心を育むなど、力強く成長してもらうことを目的に、農林水産省、文部科

学省、総務省、環境省が連携して、農山漁村における宿泊体験活動の取組を推

進しています。

九州各地で、「都市農村共生・対流総合対策交付金」等を活用して、受入側

の協議会等の体制整備を行うとともに、各地の様々な自然、農林漁業、農産物

の加工、農村工芸及び伝統芸能等の地域資源を活かした体験メニュー・プログ

ラムを整備し、子供の受入れを行っています。

け

【子供農泊体験等受入れの取組（長崎県南島原市）】
みなみしまばらし

一般社団法人南島原ひまわり観光協会は、地域の人々と来訪者の交流の

中で互いが感動し、心の通った体験の提供を目指し、受入側の体制整備を

行ってきました。

平成26（2014）年度には主に関西等か

ら42校9,841人の修学旅行受入れを行い、

農家での農作業体験や郷土料理の調理体

験を通して生徒と農家との交流を深めて

います。

修学旅行生の受入時に「入村式」を行

い、受入農家との顔合わせや注意事項の

説明を行うことで、その後のスム－スな

受入れにつながっています。

また、平成26（2014）年度は、学校の教育カリキュラムの一環として、

地元小学校11校46人の１泊２日の農家民泊体験と農作業体験を受け入れて

おり、農家民泊や日帰り農作業体験を行うことで、自分の住んでいる田舎

の「食、農、暮らし、文化」を伝える良い機会となっています。

農家にとっても、地元の子供たちと交

流する良い機会となっており、子供たち

からたくさんの笑顔と元気をもらってい

ます。

南島原ひまわり観光協会では、子供た

ちに、体験活動を通して教科書では学べ

ない「社会性」、「知恵」を学んで欲しい

と願っています。

出迎えの様子

稲わら回収作業の様子
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農林水産省は、県又は市町村が農山漁村の活性化を図るために、農山漁村活

性化法※ に基づき活性化計画を作成し、その実現に必要な施設整備を中心とし

た総合的取組に対して、「農山漁村活性化プロジェクト支援交付金」により支

援しています。

九州では、平成26（2014）年度までに７県148市町村で活性化計画が策定さ

れており、平成27（2015）年度は新たに20件の活性化計画が策定され、継続分

と合わせて47件の活性化計画に基づく事業が行われています。

「農山漁村活性化プロジェクト支援交付金」の活用事例

※ 「農山漁村の活性化のための定住等及び地域間交流の促進に関する法律」

【地域連携販売力強化施設の整備を通じた地域活性化（福岡県川崎町）】
かわさきまち

～安真木地区活性化計画～
あ ま き

川崎町は福岡市と北九州市のほぼ中間に位置し、安真木地区には豊か

な自然や歴史文化などの地域資源があることから、近年福岡市や北九州

市からも観光客が訪れていますが、農業従事者の高齢化や後継者不足が

進んでおり、基幹産業である農産物の売上

増大が課題でした。

このため、平成25（2013）年に隣接する

農産物直売所の販売力強化と、町内産の高

品質で安心・安全な米、野菜、果物などの

農産物の魅力を「食」を通してPRし、生産

者の所得向上につながる施設として、ビュ

ッフェ形式のレストラン「ベジライスダイ

ニング穀×極」をオープンしました。
こく こく

観光シーズンにはバスツアーなどの団体

予約も入り、観光スポットと連携した集客

により、来客数は増加しています。

また、レストランで提供する料理に適し

た新しい品種の野菜が生産・出荷されるな

ど、生産者の生産意欲や意識も向上し、今

後ますます農産物直売所とレストランの

連携による交流人口の増加と販売力の向

上が期待されます。

施設の外観

店内の様子
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（２）訪日外国人旅行者（インバウンド）の受入拡大

九州に入国した訪日外国人旅行者は平成27（2015）年には283万人と過去最

高を記録するなど、近年大きく増加しています（図４-１）。九州農政局では、

訪日外国人旅行者を農山漁村に誘致し、農山漁村を活性化する取組を推進して

います。

九州は、定期航空路線がアジ

ア地域中心であるため、アジア

地域からの入国者が多くなって

います。

特に距離的に近い韓国からの

入国者が最も多く、59％を占め

ています（図４-２）。

このため、九州に入国する外

国人旅行者の滞在日数は、３日

間以内や４～６日間といった比

較的短期間の滞在が多くなって

います。

観光・レジャー目的の訪日外

国人旅行者へのアンケートによ

れば、今回の日本滞在中に行ったことの中では、「日本食を食べること」が96

％と最も多くなっています。

521
614

673
733

835 835

679

861

622

836

1036

1341

1974

46  56  63  79  93  87  60  100  73  115  126 
168 

283 

0

500

1000

1500

2000

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

全国

九州

（万人）

平成15年

０

韓国
59%台湾

14%

中国
9%

香港
7%

タイ
3%

シンガポー

ル1%

フィリピン
1%

その他アジ

ア2%

米国
1%

オーストラリ

ア0%
ヨーロッパ

2%

その他
1%

九州(平成27年)

205万人

資料：全国は日本政府観光局公表資料、九州は法務省「出入国管理統計」

九 州 は 、 入 国 管 理 統 計 と 特

例上陸（「出入国管理及び難

民認 定法」による寄 港地上

陸※ １・船舶観光上陸 ※２：H27

は約 79万人）を合計してい

ます。

全 国 は 、 入 国 管 理 統 計 と 特

例上陸を合計したものから、

日本 を主たる居住国 とする

永住 者等の外国人を 除いて

います。

※１寄港地上陸とは、日本を

経由して日本以外に向かう

船舶等の乗客に対し、買物

や休養のために寄港した港

の近傍に72時間以内の上陸

をすること

※２船舶観光上陸とは、法務

大臣が指定するクルーズ船

に乗っている外国人が観光

のために上陸すること

資料：平成27年法務省「出入国管理統計」
※特例上陸を除く外国人入国者数

図４-１ 訪日外国人旅行者の推移

図４-２ 九州に入国した外国人の国・地域別割合
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一方で、「自然体験ツアー・農漁村体験」を行った訪日外国人旅行者は７％

と低くなっていますが、次回行いたいことでは15％と大きく増加しています（図

４-３）。

九州への入国が多い、韓国、中国、台湾、香港における出発前の情報源とし

ては、「個人のブログ」や「旅行会社ホームページ」との回答が多くなってい

ます。特に韓国では「個人のブログ」が57％と非常に多くなっています（表４

-１）。

22%

26%

31%

15%

26%

18%

51%

32%

45%

45%

30%

21%

59%

21%

25%

12%

7%

26%

22%

89%

77%

74%

45%

41%

40%

96%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日本の日常生活体験

日本の歴史・伝統文化体験

四季の体感（花見・紅葉・雪など）

自然体験ツアー・農漁村体験

テーマパーク

美術館・博物館

ショッピング

繁華街の街歩き

自然・景勝地観光

温泉入浴

旅館に宿泊

日本の酒を飲むこと（日本酒、焼酎など）

日本食を食べること

今回行ったこと

次回行いたいこと

n=25,959

0 20 40 60 80 100

（％）

資料：観光庁「平成27年訪日外国人消費動向調査」

資料：観光庁「平成27年訪日外国人消費動向調査」

図４-３ 訪日外国人旅行者が今回の日本滞在中に行ったこと及び次回したいこと（複数回答）

表４-１ 外国人旅行者が出発前に得た旅行情報源で役に立ったもの（複数回答）

韓国 中国 台湾 香港

１位 個人のブログ

（57％）

旅行会社ホームページ

（25％）

個人のブログ

（41％）

日本政府観光局

ホームページ

（40％）

２位 旅行ガイドブック

（24％）

自国の親族・知人

（24％）

日本政府観光局

ホームページ

（30％）

旅行専門誌

（35％）

３位 旅行会社ホームページ

（16％）

旅行ガイドブック

（22％）

旅行会社ホームページ

（29％）

個人のブログ

（33％）
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九州農政局では、訪日外国人旅行者の利用状況等を把握するため、グリーン

・ツーリズム関係施設等にアンケートを実施しました。この結果、６割程度の

農家民宿や直売所では「外国人旅行者の利用がある」と回答しています（図４

-４）。

また、これまでに外国人旅

行者受入のために行ってきた

主な取組としては、外国語表

記パンフレットの作成や指さ

し会話帳の準備などが上げら

れています（表４-２）。

外国人旅行者の

利用がある 84%

外国人旅行者の

利用を見かける 64%

外国人旅行者を

受入れている 57%

外国人旅行者を

受入れている 60%

グリーン・ツーリズム関係で

見かける 41%

外国人旅行者の

利用がない 16%

外国人旅行者の利用を

ほとんど見かけない 36%

外国人旅行者を

受入れていない 43%

外国人旅行者を

受入れていない 40%

グリーン・ツーリズム関係で

見かけない 59%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

観光農園

直売所

農家民宿

地域協議会

市町村
n=186（未回答10）

n=43

n=324

n=84（未回答４）

n=35（未回答４）

0           10          20          30          40          50          60          70          80          90         100

（％）

※

Yubisashi
体調

Physical condition

病院に行きますか？
Do you want to go to a hospital ?

どこが痛いですか？
Where dose it hurt ?

病院へ連れていってください。
Please take me to a hospital.

頭
Head

耳
Ear

目
Eye

鼻
Nose

歯
Tooth

お尻
Butt

胃
Stomach(gastric)

腸
Stomach(intestine)

横腹
Stomach(flank)

首
Neck

肩
Shoulder

心臓
Chest

指
Finger

足の裏
Sole of the foot

のど
Throat

腰
Hip

肘
Elbow

膝
Knee

日本国内の法律によって、ホストファミリーからゲストへの飲み薬の提供はできません。
By Japanese law, host family cannot provide any medicinal drink to guest(s).

もう少し様子をみて判断します。
I will wait and see for a little.

その必要はありません。
It is not necessary.

資料：指さし会話帳
（豊後高田市グリーン・ツーリズム推進協議会）

※地域協議会とは、教育旅行等の受入先となる農家民宿実践者や企画・運営を行う事務局等で構成される
窓口的な組織。

図４-４ グリーン・ツーリズム関係施設等の外国人旅行者利用状況

資料：九州農政局「グリーン・ツーリズム関係施設等へのアンケート結果（平成27年12月実施）」
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農家民宿において、外国人旅行者に喜ばれた農山漁村体験としては、「郷土

料理の食事」が68％、「農家等地元住民との交流・団らん」が55％と多くなっ

ています（図４-５）。交流・団らんは、言葉が通じなくても問題なかったと

の声が多く聞かれました。

今後の受入希望については、農家民宿を除いては「受け入れたくない」との

回答はほとんどありませんでした（図４-６）。

「受け入れたくない」と回答した農家民宿の８割以上は外国人旅行者を受け

入れていない農家民宿です。この「受け入れたくない」理由として、「外国語

が分からない」（69％）、「文化や風習の違い」（44％）等をあげています。

96(55%)

56(32%)

117(68%)

27(16%)

55(32%)

63(36%)

103(60%)

27(16%)

6(3%)

0 50 100 150

特にない

その他

農村内の散策等自然体験

加工・調理体験

農林漁業体験

神楽などの伝統芸能

郷土料理の食事

日本の古民家等への宿泊

農家等地元住民との交流・団らん

（農家民宿数）

n=184（未回答12）

資料：九州農政局「グリーン・ツーリズム関係施設等へのアンケート結果（平成27年12月実施）」

資料：九州農政局「グリーン・ツーリズム関係施設等へのアンケート結果（平成27年12月実施）」

表４-２ 外国人旅行者受入のために行ってきた主な取組（複数回答）

図４-５ 外国人旅行者に喜ばれた農山漁村体験（複数回答）

市町村 地域協議会 農家民宿 直売所 観光農園

外国語表記のパンフレット作成 39％ 28％ 13％ 17％ ７％

Wi-Fi等のネット環境整備 30％ ４％ 19％ 32％ ０％

指さし会話帳の準備又は提供 － 28％ 37％ 15％ 14％

研修会の開催やマニュアル提供 － 32％ － － －

チェックイン時のトイレ・風呂の利用説明 － － 54％ － －

特に行っていない 35％ 20％ 24％ 42％ 64％
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また、外国人旅行者受入拡大のための課題としては、農家民宿では「外国人

旅行者受入体制の強化」（61％）、直売所では「外国語対応スタッフの確保」

（72％）、観光農園では「海外への情報発信の強化」（71％）などの回答が多

くなっています（図４-７）。

農林水産省では、訪日外国人旅行者の誘致による農山漁村の活性化を図るた

め、関係機関と連携の下、海外への情報発信や農産物の購入拡大につながる取

組などを支援しています。

資料：九州農政局「グリーン・ツーリズム関係施設等へのアンケート結果（平成27年12月実施）」

61%

54%

61%

68%

71%

41%

72%

19%

58%

78%

71%

70%

43%

52%

71%

0% 25% 50% 75% 100%

観光農園

直売所

農家民宿

地域協議会

市町村

海外への情報発信の強化

外国語対応スタッフの確保

外国人旅行者受入体制の強化

0 25 50 75 100（％）

n=85

n=31

n=158

（未回答13）

n=54

n=17

資料：九州農政局「グリーン・ツーリズム関係施設等へのアンケート結果（平成27年12月実施）」

46%(85)

72%(31)

53%(158)

67%(54)

49%(17)

53%(98)

26%(11)

26%(78)

32%(26)

46%(16)

1%(1)

2%(1)

21%(62)

1%(1)

6%(2)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

観光農園

直売所

農家民宿

地域協議会

市町村

外国人旅行者を受入れたい

特に何も考えていない

外国人旅行者を受入れたくない

n=186（未回答２）

n=43

n=324（未回答26）

n=84（未回答３）

n=35

資料：九州農政局「グリーン・ツーリズム関係施設等へのアンケート結果（平成27年12月実施）」

図４-６ 今後の外国人旅行者受入の意向

図４-７ 外国人旅行者受入拡大のための課題
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平成27（2015）年には、訪日外国人旅行者の農林漁業体験民宿への滞在を促

進するため、観光庁と連携し、統一的なシンボル

マーク「Japan．Farm Stay」を制定しました。九

州では福岡県八女市の農家民宿「大道谷の里」が
や め し おお みち だに

第１号として登録され、訪日外国人旅行者向け

グリーン・ツーリズムを紹介する英語のサイト「Authentic Visit Japan」（h

ttp://authentic-visit.jp/）に掲載しています。

平成28（2016）年度からは、地域特有の食とその食材を生産する農林水産業

や景観を一体的に海外に発信し、訪日外国人を中心とした観光客を農山漁村へ

誘致する取組を「食と農の景勝地」として認定する仕組みを創設したところで

す（図４-８）。

また、地域活性化と世界農業遺産のさらなる活性化につなげるため、将来に

受け継がれるべき伝統的な農林水産業システムを認定する「日本農業遺産制度」

を創設しています。

訪日外国人旅行者の受入体制を強化する取組としては、外国人旅行者の広域

観光周遊ルートとして国土交通大臣が認定した「温泉アイランド九州」と連携

した「農山漁村おみやげ農畜産物販売促進事業」により多言語表示板の設置な

ど外国人が農林水産物を購入しやすい環境整備の支援をしています。

「おみやげ農産物植物検疫受検円滑化支援事業」では、外国人旅行者が購入

した農産物を持ち帰る際の検疫手続きの利便性を高めるため、平成27（2015）

年度には福岡県の観光農園や直売所で外国人旅行者が購入したいちごを輸出検

査を済ませた上で空港で受け取れる仕組みを構築するなど、モデル的な取組の

支援を行いました。

シンボルマーク

④訪日客の更なる増加
（好循環の更なる拡⼤）

②日本食・食文化の「本場」である
「食と農の景勝地」への訪日客の取込み

地域特有の歴史
的なストーリー

地域の
景観

観光
資源

地域の
食

地域の
農

⾷と農の景勝地

①農山漁村の地域資源と結び付けた
日本食・食文化の魅力発信

③訪日客の食体験・お土産の持帰りを通じた
日本産食品への関心の高まり

→日本産食品の輸出や食産業の海外展開

図４-８ 食と農の景勝地の情報発信による好循環（イメージ図）
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（３）農業と医療･福祉との連携

医福食農連携とは、医療・福祉分野と食品・農業分野が連携し、薬用作物の

国内生産、機能性を有する農林水産物・食品や介護食品の開発・普及、農作業

を活用した障がい者・高齢者等への支援等を行う取組です。この取組を通じて

超高齢社会に対応しながら産業の高付加価値化等を図り、農業・食品産業を活

性化するとともに、「食」と「農」を基盤とした健康長寿社会を構築していく

必要があります。

（薬用作物の産地化に向けた取組）

国内の漢方製剤・生薬に関心が高まる中、原料となる薬用作物は多くを海外

からの輸入に依存しており、漢方薬メーカー等の実需者は、国内原料の安定供

給を求めています。

このため、農林水産省は、厚生労働省及び日

本漢方生薬製剤協会と連携し、産地サイドと実

需者サイド双方の薬用作物に関する情報交換や

情報共有を目的として、全国８ブロックにおい

て、薬用作物の生産及び需給情報等に関する会

議を開催しました。

九州ブロック会議は、平成27（2015）年９月

29日に熊本市で開催され、産地化を志向する県

・市町村の担当者、生産者等から約120人の参加がありました。

（障がい者の農業就労の促進）

近年、福祉施設等において健康目的、生きがい目的として農作業を活用する

取組が全国で見られます。また、職業として農業分野に就労する障がい者の方

も増えてきています。

こうした取組を更に拡大していくため、平成25（2013）年10月より九州農政

局ホ－ムペ－ジに「農業分野における障がい者就労」を開設し、各種支援制度

を紹介したパンフレットや就労マニュアルの掲載、その他障がい者雇用状況の

集計結果、障がい者就農の事例等有効な情報を随時提供しています。

併せて、ホ－ムペ－ジの開設と同時に、農業関係者、福祉関係者、行政機関

等を対象とした「九州農政局農業分野での障がい者就労・雇用促進ネットワ－

ク」を開設し、加入者間相互で直接情報交換が図られる環境整備を整えました。

加入者には毎月（平成27（2015）年度は12回配信）メ－ルマガジンを配信し、

各種情報の提供を行っています。

九州ブロック会議
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２ 農業・農村機能の維持と地域資源の保全

（１）農業・農村の持つ多面的な機能

ア 農業・農村の持つ機能とその重要性

農業・農村は、食料を供給する役割だけでなく、農業生産活動を通じて発揮

される国土の保全、水源の涵養、生物多様性の保全、美しい景観の形成、文化
かん よう

の継承等、様々な役割を果たしています。

その役割による効果は、私たちの生活と密接に関わり、自然災害の軽減や豊

かな水資源の供給、心身を癒やし、心の豊かさを育むといった形で国民全体が
い

日々の生活の中で恩恵を受けています（図４－９）。

このような農業・農村の多面的機能が十分に発揮され続けるためには、農業

・農村が持続的に発展することが大切です。

イ 農業・農村の持つ多面的機能の発揮につながる取組

近年、農業・農村の持つ多面的機能に着目し、①先祖が残してきた田園風景、

歴史・文化などの地域資源を活用して都市と農村とが交流する取組、②生きも

のを守り育みながら、農業や農耕文化・祭りの体験学習、農産物を生産しブラ

ンド化する取組などが行われるようになってきています。

資料：九州農政局作成

図４-９ 農業・農村の持つ多面的機能

水を貯めてゆっくり流す
みず た なが

土砂くずれを防ぐ
どしゃ ふせ

美 しい景 観
うつく けいかん

資 源 の 循 環 (リサイクル)
し げん じゅんかん

ゆたかな水をつくる
みず

伝 統･文化を伝える
でんとう ぶんか つた

気温の上 昇を抑える
きおん じょうしょう おさ

癒やし・ 休 養の場
い きゅうよう ば

生き 物 を 豊 かにする
い もの ゆた

体 験・ 学 習 ･交 流 の場
たいけん がくしゅう こうりゅう ば
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①【中世荘 園集落の姿を色濃く残す田染 荘 小崎地区－景観保全機能－】
しようえん たしぶの しよう お さ き

【荘園の里推進委員会（大分県豊後高田市）】
ぶ ん ご た か だ し

小崎地区は、水田や水路、集落の「区割り」が、平安時代からそのまま

の形で現在まで継承されており、平成22（2010）年に重要文化的景観とし

て国から選定されています。

地区では、荘園景観の保全や都市・農村交流による地域の活性化を目的

に、地元住民により「荘園の里推進委員会」を平成11（1999）年に設立し、

荘園の中心を成す水田や山林の景観をはじめ、歴史・文化、伝統芸能など

の地域資源を活用して、荘園オーナー制度による都市住民と連携した景観

保全、交流施設「ほたるの館」を中心とした都市・農村交流による地域お

こしに取り組んでいます。

②【メダカが息づく「癒やしの里」づくり－生物多様性保全機能－】
い

【尾木場地区めだかの里保全委員会（鹿児島県日置市）】
お こ ば ひ お き し

尾木場地区は、明治時代に開墾され約100年間にわたって守り継がれて

きた棚田と水路やため池を、生きものの生息環境に配慮した施設に再整備

し、共同作業によって棚田の保全、ため池等の管理に努めています。

地域資源を積極的に活用し、メダカを観察しながら「尾木場めだかの里

散策と山菜狩り」、「高山ふるさと秋祭り」などのイベントや年間を通じ

た「米づくり体験」を行っています。また、交流をきっかけに減農薬栽培

「尾木場棚田めだか米」に取り組み、消費者や生きものにやさしい米づく

りを行っています。

小崎地区田園風景 交流イベント（御田植祭） 小崎地区の女性部と郷土料理

尾木場地区のメダカの池 米づくり体験 めだか米
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ウ 多面的機能の発揮につながる取組の普及

多面的機能の発揮につながる取組は徐々に増えてきていますが、一般の認知

度は必ずしも高いとは言えません。このような取組を広げていくためには、農

業そのものや農業・農村が持つ多面的機能に対する国民の理解と、その保全に

つながる活動への参加がとても大きな力とな

ってきます。

九州農政局では、消費者の方々が農業・農

村の持つ様々な役割やその恩恵を身近に感じ

・気づいていただけるよう、多面的機能や取

組事例についての農産物直売所等でのリーフ

レット配布、農業フェア等の地域イベントや

ホームページ※1での紹介等を行 っ て い ま す 。

（２）中山間地域等の活性化に向けて

九州における中山間地域は、総土地面積の７割を占めており、国土の保全、

水源の涵養、自然環境の保全、良好な景観の形成、文化の伝承等の多面的機能
かん よう

を発揮しています。

また、経営耕地面積や農家人口に占める中山間地域の割合も、それぞれ約５

割となっており、重要な農業地域となっています（表４－３）。

一 方 で 、 中 山 間

地 域 で は 、 過 疎 化

・ 高 齢 化 の 進 行 に

よ り 担 い 手 が 不 足

し 、 耕 作 放 棄 地 の

増 加 等 に よ り 多 面

的 機 能 の 低 下 が 懸

念 さ れ て お り 、 地

域 の 活 性 化 に 向 け

た 取 組 が 求 め ら れ

ています。

こ の た め 、 農 林

水産省では、中山間地域の活性化の取組を支援する中山間地域総合整備事業※2

等を実施しています。

※1 九州農政局ホームページ「農業農村の多面的機能」

→http://www.maff.go.jp/kyusyu/keikaku/totishigen_tamen.html

田んぼなどに棲む生きものを展示して生物多
様性保全機能等を説明

（夏休み親子消費者の部屋）

資料：農林水産省「2010年世界農林業センサス」（組替）
注１：農家人口とは、農林業センサス結果における農家世帯員数である。

２：耕作放棄地面積は、販売農家、自給的農家、土地持ち非農家の合計である。
３：中山間地域とは、「農林統計に用いる地域区分」 （平成25年３月28日改定）

における、中間農業地域及び山間農業地域を指す。
４：総土地面積の九州の値は、旧市区町村結果の合計である。

うち、
中山間地域

① ② ②／①(％)

（km2） 42,191 31,077 73.7

（ha） 367,315 174,036 47.4

（千人） 865 428 49.5

うち、65歳以上 （千人） 316 165 52.2

（ha） 60,570 36,171 59.7 耕作放棄地面積

区分
九　州

中山間地域
の割合

経営耕地面積（総農家）

農家人口　（販売農家）

総土地面積

表４-３ 中山間地域の概要
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※2 農業の生産条件等が不利な地域の実情を踏まえ、中山間地域の活性化に意欲のある地域を対象とし、

それぞれの地域の立地条件に沿った農業の展開方向を探り、農業生産基盤の整備と併せて農村生活環境

基盤等の整備を総合的に行う事業です。

【中山間地域で活性化施設整備による活性化の取組】

（鹿児島県 阿久根市 阿久根北部地区）
あ く ね し

阿久根北部地区は鹿児島県の北西にある阿久根市の北部に位置し、かご

しまブランド「そらまめ」、「実えんどう」の生産地域で営農に意欲のあ

る地域です。

しかし、地区内にある10集落の関係者が一同に会する場所が無く、農産

加工品の製造も他地域の施設まで足を運ばなけれならない状況でした。

このような中、平成25（2013）年度中山間地域総合整備事業により活性

化施設を整備したことにより、地域一体での営農座談会等が開催されると

ともに、生活改善グループが加工品の製造を行い、販売可能な商品開発を

行っています。

また、地域の小学校や保育園の子供たちとそばの栽培からそば打ち・試

食までの農業体験を企画するなど地域の交流も盛んになっています。

活性化施設（全景） 営農座談会

農産加工品の製造 農業体験（そば打ち）
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（中山間地域等直接支払制度を活用した取組等）

農業生産条件が不利な中山間地域等の支援を行い、耕作放棄地の発生防止に

よる多面的機能の維持を図ることを目的として、平成12（2000）年度から「中

山間地域等直接支払制度」が導入されています。

本制度においては、集落で農地の管理方法や役割分担を取り決めた「協定」

を締結し、５年間農業生産活動を維持することが要件となっており、平成27

（2015）年度から第４期対策として実施しています。

第４期対策の特徴としては、日本型直接支払制度として法制化し、とりわけ

条件の厳しい超急傾斜の農用地の保全・活用に関する活動への支援を強化する

ための「超急傾斜農地保全管理加算」を新設するとともに、広域化を図る集落

協定を支援する「集落連携・機能維持加算」を拡充しています。

平成27（2015）年度の実績は、九州では165市町村で計5,708協定が締結され、

その交付面積は約８万２千haを見込み、本制度によって、農地や水路・農道等

の維持管理のほか、機械・農作業の共同化、農産物の加工・販売、都市住民と

の交流等、農業のみならず地域の活性化につながる様々な取り組みが展開され

ています。

【法人との連携による遊休農地の活用と６次産業化（宮崎県五ヶ瀬町）】
ご か せ ち よ う

陣・馬場集落では、平成17(2005)年度から
じん ば ば

「中山間地域等直接支払制度」に取り組み、

現在、協定内20戸の農家の協定農用地の一部

を(株)宮崎茶房に委託・集積し、共同取組活

動は集落一体で実施する中で農業生産活動に

取り組んでいます。

本制度に取り組んだことにより、農家間の

話し合いや連帯感が構築され、集落活動が活性化しています。

その結果、高齢化等により発生する遊休農地を活用し

て、お茶の生産拡大を図るとともに、生産したハーブや

しょうが、地元の柚子を使用して、お茶とブレンドした

新たな商品も開発し、現在は約50種類もの商品化を行っ

ています。また、加工所とも連携して製造したかりんと

うを全国に発送しています。

さらに、有機農業に努め、JASの認定を受けたお茶を消

費者に提供しています。

お茶の摘み取り風景

お茶の販売風景
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（３）農地・農業用水等の保全管理の現状と取組

ア 保全管理の現状

多面的機能の維持・発揮を図るた

め、それを支える地域活動、農業生

産活動の継続を支援する多面的機能

支払が平成26年度に創設されました。

さらに、平成27（2015）年４月、「農

業の有する多面的機能の発揮の促進

に関する法律」が施行され、これら

の取組が法律に基づいて、国、県及

び市町村が相互に連携を図りながら

実施されています（図４-10）。

多面的機能支払は、農業者等により組織された活動組織が行う共同活動を支

援するもので、「農地維持支払」と、「資源向上支払」で構成されており、農

地維持支払は、水路の草刈り・泥上げ、農道の路面維持等の基礎的保全活動等

を対象として、資源向上支払は、水路、農道等の軽微な補修や植栽による景観

形成等の農村環境の良好な保全といった、地域資源の質的向上を図る共同活動

や施設の長寿命化のための活動等を対象としています。

これらの水路・農道等の地域資源を管理する共同活動を支援することによ

り、多面的機能の発揮を促進するとともに、地域で担い手を支えることで農業

の構造改革を後押ししていくこととしています。

九州の平成27（2015）年1月末現在の取組の見込みとして、農地維持支払は

24万 6,504haの農用地を対象に4,821組織、資源向上支払（共同活動）は22万

4,982haの農用地を対象に4,070組織、資源向上支払（施設の長寿命化）は12万

4,910haの農用地を対象に2,022組織が活動に取り組んでいます。

【あさぎり町広域協定（熊本県あさぎり町）】

～地域を超えた連携・活性化を目指して～

あさぎり町広域協定は、熊本県あさぎり町に存在した25の組織が１つに

なり、平成27（2015）年６月にできたばかりの広域協定です。

あさぎり町では、今後農業者が減少して高齢化が進むと、作業に出てく

る人が少なくなり、活動も進まなくなることを想定し、早めに集落や組織

の垣根を越えたつながりを作り、組織間で連携を図っていくべきと考え、

組織の広域化に取組んでいます。広域化によって生まれた「地域の垣根を

越えた連携」により、先代から受け継がれてきた地域の宝である豊かな自

然や美しい農村景観、そして農産物を守り、これからも広域化のメリット

図４-10 日本型直接支払の導入までの経緯
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を最大限に生かした活発な活動を続けて行くこととしています。

イ 多面的機能支払交付金にかかる関係機関の取組

九州では、活動組織の更なる意識の高揚と情報の共有化を図るため、「ふる

さと環境フォーラム・九州連絡会」の主催による『九州「農地・水・環境保全」

フォーラム in 熊本（平成27年11月）』をはじめ、シンポジウム、活動組織の

集い等、様々な取組が行われています。

取組の中で行われる活動組織の

事例発表を通じて、農業･農村の有

する多面的機能の維持・発揮を図

るため、農用地、水路、農道等の

農業資源に加え、自然・景観・生

物多様性・伝統文化等の地域資源

を保全･継承することへの意識高揚

が図られました。

事例発表の様子（「農地・水・環境保全」フォーラムin熊本）

～各県で開催された取組～
平成27年７月 長 崎 県 「平成27年度長崎県多面的機能支払取組拡大大会」

27年９月 鹿児島県 「平成27年度鹿児島県水土里サークル活動推進大会」
28年２月 福 岡 県 「平成27年度多面的機能支払交付金の実施に係る研修会」

～３月
28年２月 佐 賀 県 「平成27年度佐賀県農地・水・環境フォーラム」
28年３月 熊 本 県 「くまもと・むらの再生フォーラム」

樋門操作体験勉強会 水田魚道の研修会 法面の草刈り
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３ 荒廃農地の現状と解消に向けた取組

（１）耕地面積と耕地利用率

（九州の耕地面積は3,800ha減少）

平成27（2015）年７月15日現在の九州の耕地面積(田畑計)は54万5,900haで、

荒廃農地、宅地等への転用により、前年に比べて3,800ha減少しました。

田畑別にみると、田は31万8,500ha、畑は22万7,400haで、前年に比べてそれぞ

れ1,800ha、2,000ha減少し

ました（図４－11)。

耕地面積は、年々減少を

続け、平成27（2015）年で

は昭和40（1965）年の３分

の ２ ま で 減 少 し て い ま す

が、近年では荒廃農地対策

の推進等によって畑の復旧

が行われるなどにより減少

幅 が 緩 や か に な っ て い ま

す。

（九州の耕地利用率は前年並み）

平成26（ 2014）年の耕

地利用率（九州）は102.4

％で、前年並みとなりま

した。これは、水稲の作

付けが減少したものの、

麦類、豆類及び飼肥料作

物等の作付けが増加した

ためです。

耕地利用率の動向をみ

ると昭和40（ 1965）年の

149.1％から昭和50（1975）

年 に は 11 8 . 3％ と 大 幅 に

低下したものの近年は横

ばいで推移しています（図

４－12）。
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図４-11 耕地面積の推移(九州)

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」

図４-12 作付延べ面積と耕地利用率の推移(九州)
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（２）荒廃農地解消の取組

ア 荒廃農地の実態及び解消面積

「平成26年の荒廃農地の面積について」によれば、九州の「再生利用が可能

な荒廃農地」は２万6,400haとなっています。また、再生利用された荒廃農地

は2,042haとなっています（表４－４）。

荒廃農地の増加は、国土保全や水源涵養など、農業の有する多面的機能の低
かん よう

下や、病虫害、鳥獣被害の発生等にも結びつくおそれがあることから、その解

消や発生防止を図ることが必要です。

イ 荒廃農地解消への取組

荒廃農地の解消のため、九州の各県、市町村では耕作放棄地対策協議会が設

置され、耕作放棄地再生利用緊急対策交付金を活用した、雑木の除去や土づく

り等荒廃農地の再生・利用に向けた取組のほか、県単独事業等を活用した、農

地再生や農業施設の整備等の取組が進められています。

また、平成24（2012）年度からは、集落や地域における話合いを通じて、今

後の担い手への農地集積方法や地域農業のあり方等を定める「人・農地プラン」

の策定を推進しており、荒廃農地対策が同プランに位置付けられることで更な

る荒廃農地の発生抑制や解消につながるものと期待されます。

資料：農林水産省「平成26年の荒廃農地の面積について」
注１：調査は、平成26年1月から平成26年12月まで実施し、実績値(東京電力福島第一原子力発電所事故の影

響により避難指示のあった福島県の町村等12市町村を除く)である。
２：「荒廃農地」とは、「現に耕作に供されておらず、耕作の放棄により荒廃し、通常の農作業では作物の

栽培が客観的に不可能となっている農地」のことをいう。
３：「再生利用が可能な荒廃農地」とは、「抜根、整地、区画整理、客土等により再生することにより、通

常の農作業による耕作が可能となると見込まれる荒廃農地」
４：「再生利用が困難と見込まれる荒廃農地」とは、「森林の様相を呈しているなど農地に復元するための

物理的な条件整備が著しく困難なもの、又は周囲の状況からみて、その土地を農地として復元しても継
続して利用することができないと見込まれるものに相当する」荒廃農地

再生利用が可能な
荒廃農地

再生利用が困難と
見込まれる荒廃農地

（ha） （ha） （ha） （ha）

全 国 273,454 130,090 143,364 10,123

九 州 68,228 26,400 41,828 2,042

福 岡 県 4,528 2,242 2,287 247

佐 賀 県 4,488 3,037 1,451 49

長 崎 県 17,359 5,345 12,014 586

熊 本 県 9,409 4,515 4,895 252

大 分 県 10,044 3,050 6,994 247

宮 崎 県 2,768 1,501 1,268 160

鹿 児 島 県 19,631 6,711 12,920 502

（参考）
九州（25年）

67,722 28,194 39,528 3,061

荒廃農地面積 再生利用された面積
区 分

表４-４ 荒廃農地の面積（平成26年実績値）
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【肉用牛放牧により荒廃農地を解消（長崎県諫早市）】
い さ は や し

諫早市では、荒廃農地に放牧を推進して、農地の荒廃を解消するととも

に肉用牛経営の生産性向上に取り組んでいます。

同市小長井地区の畜産農家は、平成12（2000）年に自己所有地の２haで
こ な が い

放牧を始め、更なる規模拡大を考えていたところ、県出先機関等から牛舎

の近くの荒廃農地を放牧に活用してはと提案を受けました。荒廃農地を借

り受け、そこに繁殖雌牛を放牧し、繁茂した雑草を食べさせることにより

農地として再生しました。再生した農地には、牧草等を播種して管理して

います。

荒廃農地を再生した放牧面積は、年々拡大して現在約８haまで伸びてい

ます。また、放牧することで、繁殖成績の向上や子牛の疾病の減少、飼料

代の削減など、飼養管理の省力

化が図られ、生産性の向上に繋

がりました。

諫早市を含めた長崎県央地域

では、平成25（2013）年度まで

に約18haで荒廃農地を活用した

放牧が行われており、荒廃農地

解消の有力な方策となっていま

す。 荒廃農地を活用した放牧
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４ 鳥獣被害とその対策

（農作物被害の状況について）

全国的に野生鳥獣の生息分布域が拡

大し、平成26（2014）年度の農作物の

被害金額は191億円となるなど、毎年約

200億円規模の被害が発生しています。

九州では、イノシシ、シカを中心に

約32億円の被害報告があります。獣種

別にみると、獣類では、イノシシが48

％と半数を占め、次いで、シカ16％、

サル５％の順となっており、鳥類では、

カラスが 10％で最も多く、次いで、ヒ

ヨドリ８％、スズメ２％となっていま

す（図４－13）。

野生鳥獣による被害について、特に、

収穫時の被害は、被害金額に現れない

営農意欲の減退、ひいては不作付地の

増加にも大きくつながることが懸念さ

れています。

また最近では、農林水産業に係る被

害に加えて、鳥獣等が住宅街に現れる

ことによる人の身体等への被害や交通

事故等の生活環境被害の影響について

も懸念されています。

（鳥獣被害防止特措法に基づく地域主体の取組）

このように鳥獣による被害が深刻化・広域化していることから、平成20

（2008）年２月に「鳥獣被害防止特措法※」が施行されました。この法律に基

づき、被害軽減の目標値や取組方針等を定めた被害防止計画を作成した市町村

には、国が財政上の措置を講じるなど、各種の措置が受けられます。

平成27（2015）年10月末現在、九州では全市町村の９割以上にあたる223市

町村（管内の全市町村数233）が計画を作成し、地域主体の取組が着実に進ん

でいます(表４－５）。

※ 「鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための特別措置に関する法律」

イノシシによる食害（かぼちゃ）

資料：農林水産省

獣類計

76%

鳥類計

24%

イノシシ

48%

シカ

16%

サル

5%

その他獣類

7%

その他鳥

類 4%

スズメ 2%

ヒヨドリ

8%

カラス

10%

平成26年度

被害額

32億円

(100％)

図４-13 獣種別農作物被害額(九州)
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（被害防止計画に基づく取組に対する総合的な支援）

農林水産省では、市町村が作成した被害防止計画の取組を、鳥獣被害防止総

合対策交付金により総合的に支援しています。

平成27（2015）年度は、鳥獣被害対策実施隊による捕獲等地域ぐるみの被害

防止活動、侵入防止柵の整備及び県域をまたがる複数の市町村が連携して行う

広域的な取組に対する支援を実施しました。

また、野生鳥獣の個体数増加に対応す

るため、捕獲を含めたサルの総合対策や

捕獲経費の直接支援、捕獲機材（わな）

の購入、ICT等を用いた被害防止活動、地

域リーダーの研修等を支援しています。

さらに、市町村が作成した被害防止計画

を適切に実施するため、捕獲をはじめとす

る被害防止活動の担い手である「鳥獣被害

対策実施隊」が、全国で1,012市町村、九

州では211市町村（平成27（2015）年10月

末現在）に設置されています(表４－６）。

（九州農政局の取組）

九州地域において、野生鳥獣に対する適切な保護・管理、効率的な防除のあ

り方を検討する場として、九州地域野生鳥獣対策連絡協議会を設置し、定期的

に情報交換を行っています。現在、協議会構成機関である九州森林管理局並び

に九州地方環境事務所と連携し、国有林や国立公園等に隣接する地域における

※ フェンスで封鎖できない道路等の開口部分に、シカ等の歩行が困難な形状に加工したグレーチング

を、深さ30cm以上の溝の上部に敷設することによりシカ等の農地等への侵入を防止するもの。

資料：農林水産省
注 ：東京都の特別区（23区）を含む。

資料：農林水産省
注 ：東京都の特別区（23区）を含む。

侵入防止柵（金網）とテキサスゲート※
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実態・要望を踏まえた具体的な課題、対応策を検討しています。

また、「鳥獣被害の現状と対策について（九州農政局版）」や「九州管内に

おけるジビエの普及のための取組事例」を作成し、九州各地の取組事例等をホ

ームページ
※
に掲載することにより、各地域での被害防止活動の推進及び有害

鳥獣の食肉利用（ジビエ）の普及を図っています。

※ 九州農政局ホームページ「鳥獣害対策情報」

→http://www.maff.go.jp/kyusyu/seiryuu/cyoujyugai/cyoujyugai_index2.html

【平成27年度 鳥獣被害対策優良活動表彰において

九州管内より農林水産大臣賞と農村振興局長賞を受賞】

農林水産省では、鳥獣被害対策に取り組み、

被害防止活動への貢献が顕著であると認めら

れ る 個 人 及 び 模 範 と な る 団 体 の 表 彰 を 通 じ

て、その取組を広く紹介することにより、各

地域での被害防止活動の推進を図ることを目

的として、平成21（ 2009）年度から、「鳥獣

被害対策優良活動表彰」を実施しています。

《農林水産大臣賞（団体の部） 熊本県の松尾集落》
ま つ お

熊本県の松尾集落は、かつては山林付近では収穫が皆無となるなど鳥

獣被害が深刻でしたが、集落一丸となって被害

を撲滅しました。これにより営農意欲が向上す

るとともに、放任果樹園の復旧や特産加工品の

販路拡大、視察の受入や大学と連携した鳥獣被

害対策等の情報発信等にも取り組んでおり、県

内外の集落の模範として貢献していることが評

価され、農林水産大臣賞を受賞しました。

《農村振興局長賞（団体の部） 鹿児島県の阿久根市有害鳥獣捕獲協会》
あ く ね し

一般社団法人阿久根市有害鳥獣捕獲協会は、鳥獣被害に悩む農業者と

食肉処理施設との効果的な連携体制を構築し、

ジビエに適した「わな猟」による鳥獣の捕獲

と良質な食肉の供給を積極的に推進していま

す。特に、ジビエの効率的な利活用体制を整

備することにより、被害対策とジビエへの活

用を両立させる取組のモデルとして評価され、

農村振興局長賞を受賞しました。

表彰式の様子

柵の施工の様子

シカ肉の処理の様子
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※ 「農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー電気の発電の促進に関する法律」

５ エネルギー生産への農山漁村の資源の有効活用

（１）再生可能エネルギー導入の取組

農山漁村は、森林資源等のバイオ

マス、水、土地等の資源が豊富に存

在し、再生可能エネルギー利用の面

で高いポテンシャルがあります。

九州は太陽光や水力等、自然エネ

ルギーに恵まれており、平成24（20

12）年７月から開始された固定価格

買取制度を利用することにより、再

生可能エネルギーによる農山漁村の

活性化が期待されます（表４-７）。

一方、各地域で再生可能エネルギ

ー発電を行うための土地需要が増加

し、農地の利用を求める動きも増大

していることから、発電設備の性急

な整備により、農林漁業の健全な発

展に必要な農林地等が失われ、これ

らの機能の発揮に支障を来す可能性

もあります。このため、農林地等の

利用調整を適切に行うとともに、再

生可能エネルギー導入と併せて地域

の農林漁業の健全な発展に資する取

組を促進する法制度として、農山漁

村再生可能エネルギー法
※
が、平成26（2014）年５月に施行されました。

既に九州地方では、農山漁村の地域資源を活用した太陽光発電や風力発電、

小水力発電等の取組が進められています（図４-14）。

九州農政局では、農山漁村再生可能エネルギー法を活用した農林漁業の健全

な発展と調和のとれた再生可能エネルギー発電の取組が各地に広がるよう、同

法律の周知や活用に当たっての必要な情報提供、助言、事業構想から発電事業

を始めるまでの間に必要な取組等へ支援を行いました。

資料：経済産業省資源エネルギー庁の資料を基に
九州農政局で作成。

電源 調達価格（税抜き） 買取期間

平成27年4/1～6/30
（利潤配慮期間）

29円/kWh

平成27年7/1～ 27円/kWh

出力制御対応機器
設置義務なし

33円/kWh

出力制御対応機器
設置義務あり

35円/kWh

出力制御対応機器
設置義務なし

27円/kWh

出力制御対応機器
設置義務あり

29円/kWh

22円/kWh

55円/kWh

36円/kWh

26円/kWh

40円/kWh

24円/kWh

29円/kWh

34円/kWh

14円/kWh

21円/kWh

25円/kWh

39円/kWh

40円/kWh

32円/kWh

24円/kWh

13円/kWh

17円/kWh

太陽光 

バイオマス

メタン発酵ガス
（バイオマス由来）

200kW未満

10kW未満
（余剰買取）

10kW未満
（ダブル発
電・余剰買

取）

10kW以上

（既設導水路
活用型）

地熱

一般木質バイオマス・農作物残さ

風力

1,000kW以上30,000kW未満

中小水力

間伐材等由来の木質バイオマス
2,000kW未満

1,000kW以上30,000kW未満

洋上風力

調達区分

15年

200kW以上1,000kW未満

200kW以上1,000kW未満

200kW未満

1.5万kW未満

1.5万kW以上

10年

20kW以上 

20kW未満 

20年

20年

20年

20年

建設資材廃棄物

一般廃棄物
その他バイオマス

間伐材等由来の木質バイオマス
2,000kW以上

表４-７
固定価格買取制度の買取価格･期間
（平成27年度の買取価格）
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図４-14 九州地方における農山漁村由来の資源を活用した発電の主な取組事例

農山漁村再生可能エネルギー法の基づく基本計画策定市町村

資料：九州農政局食品企業課調べ
注：九州農政局管内の全ての再生可能エネルギー発電施設を網羅しているものではありません。

佐賀県唐津市

「風力発電の売電収益による地域

の農業支援」：自然電力(株)、ア

チハ(株)【建設予定】

熊本県合志市

「太陽光発電の売電収益による地

域の農業支援」

合志農業プロジェクト合同会社

大分県日田市
・「山林未利用材を活用した木質
バイオマス発電による林業振
興」：(株)グリーン発電大分

・「家畜排せつ物や生ゴミを活用

したバイオガス発電によるゴミの

減量化」：日田市

大分県竹田市
「地域資源を活用した小水力発電
による電力の地産地消」：大分県
土地改良事業団体連合会

熊本県山都町水増集落

「太陽光発電の売電収入を活用し

た農村集落の再生」：テイクエナ

ジーコーポレーション(株)

宮崎県川南町

「養鶏農家が参画した鶏ふん燃焼

発電による家畜排せつ物処理負担

の軽減」：みやざきバイオマスリ

サイクル(株)

熊本県菊池市

「荒廃農地を転用活用、太陽光発

電の売電収益による地域の農業支

援」：くまもとんソーラープロ

ジェクト(株)

熊本県八代市

「未利用木材を100％使用する木質

バイオマス発電」：日本製紙(株)

熊本県水俣市

「水源の湧水を利用するマイクロ

水力発電」：寒川水源亭事業部会

鹿児島県薩摩川内市

「風力発電の売電収益による地域

の農業支援」

(株)柳山ウインドファーム
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（２）小水力発電等の再生可能エネルギーの有効利用に向けて

近年、揚水ポンプ等電力を使用する土地改良施設の増加に伴い、電力料等の

維持管理費が増大し、適切な機能発揮に支障が生じていることから、農村地域

に賦存する水力や太陽光を活用して発電することにより、電力料の軽減を図る
ふ ぞ ん

とともに、温室効果ガス排出量の削減にもつながる取組が進められています。

九州農政局では、小水力等再生

可能エネルギー導入推進事業等に

より、小水力等発電施設の整備に

係る可能性の調査を行うとともに、

概略設計や基本設計のほか、各種

法令に基づく協議等の取組を支援

しています。

（小水力発電施設の導入）

九州の小水力発電施設は、平成26

年（2014）度に新設された２か所

を含め合計８施設が稼働しており、

現在、さらに11地区において設置

が計画されています（図４－15）。

【佐賀県初の農山漁村再生可能エネルギー法に基づく基本計画策定事例

（佐賀県唐津市）】
か ら つ し

佐賀県唐津市は、豊かな風土、地理的特性から、

多くの再生可能エネルギー利用のポテンシャルを

有しています。

そのポテンシャルを活かし、農林漁業の発展に

資するため、同市は平成28（2016）年２月、農山

漁村再生可能エネルギー法に基づく基本計画を策

定しました。

現在、同市相賀地区と湊 町地区の農地に、出力約２メガワットの風力発
お う か みなとまち

電設備２基が建設予定であり、発電する全量を九州電力に売電し、その売

電収入の１％を、地域農業の保全及び地域の将来を見据えた農業活動の支

援に還元することとしています。

建設予定地

図４-15 九州管内の小水力発電の設置状況
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（太陽光発電施設の導入）

九州の土地改良施設における太陽

光発電は、７地区（最大出力16～124

kW）で稼働しており、土地改良施設

（揚水ポンプ等）への電力供給や土

地改良施設等の維持管理費の軽減等

に寄与しています。

（３）豊富なバイオマス資源を活かして

未利用バイオマス資源を有効利用するため、原料収集から製造・利用まで一

貫的なシステムを構築し、地域の産業・雇用創出、地域循環型のエネルギー供

給の強化を実現するための指針として、平成24（2012）年９月に国のバイオマ

ス活用推進会議※１は「バイオマス事業化戦略」を取りまとめました。戦略で

は、地域の特色を活かしたバイオマス産業を軸とする、環境にやさしく災害に

強いまち・むらづくりを目指す「バイオマス産業都市」の構築を推進していま

す。

関係府省が共同でバイオマス産業都市構想の募集を行い、応募のあった提案

の中から、先導性、実現可能性、地域波及効果等を総合的に評価しバイオマス

産業都市が選定されます。農林水産業・地域の活力創造プランでは、平成30

（2018）年までに全国で約100地域のバイオマス産業都市構築を目指しており、

これまで、全国で34地域が選定されています。九州では、平成26（2014）年度

は管内で福岡県みやま市、佐賀県佐賀市、大分県佐伯市の３地区、平成27（2015）
さ い き し

年度も新たに、福岡県宗像市、大分県臼杵市、宮崎県小林市の３地区が選定さ
む な か た し う す き し こ ば や し し

れました。

また、現在、バイオマス活用推進会議で、策定から約５年が経過した「バイ

県営かんがい排水事業

「金峰地区」の小水力発電施設
きんぽう

発電機･水車

農山漁村活性化プロジェクト支援交付金

「須古地区」（佐賀県白 石 町）の太陽光パネル
す こ しろいしちよう
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オマス活用推進基本計画」※２について、バイオマスを取り巻く情勢の変化な

ども踏まえつつ、これまでの実績や成果を点検し、農山漁村の活性化や地球温

暖化の防止、循環型社会の形成といった、我が国の抱える課題の解決に向け再

検討が行われています。

※１ バイオマス活用推進基本法に基づき設置。７府省（内閣府、総務省、文部科学省、農林水産省、

経済産業省、国土交通省、環境省）の担当副大臣又は政務官で構成。

※２ バイオマス活用推進基本法（平成21年法律第52号）に基づき、バイオマスの活用促進に関する

施策についての基本的な方針、国が達成すべき目標、技術の研究開発に関する事項等について定

める計画。

【バイオマス産業都市（福岡県宗像市）】
む な か た し
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【バイオマス産業都市（宮崎県小林市）】
こ ば や し し

【バイオマス産業都市（大分県臼杵市）】
う す き し

大分県臼杵市は「ほんまもん農産物」を中心とした有機農業、水源涵 養機能を高めるための持
かんよう

続的な林業、臼杵湾で獲れる「海のほんまもん」漁業を軸に、そこに循環する「水資源」を豊かに

するために、家庭・製造業と連携した形で地域内での循環型社会の構築を目指しています。

林業

チップ材
ペレット材

堆肥・液肥

農林業

新電力（PPS)

ﾊﾞｲｵﾏｽ利用
チップ・ﾍﾟﾚｯﾄ

豚糞等

風力太陽光

有機農業

木質燃料製造・
発電センター

土づくり
センター

畜産業

家庭

製造業 ﾎﾞｲﾗｰ

食品工場等の製造業
木質

木質バイオマス発電・メタン発酵発電

堆肥・
バイオマス用

木材

メタン発酵用
食品加工残渣

地域内の自然エネルギーの活用

廃油 BDFとして活用

農林業の体験・交流

水産業
豊かな森林が、

豊かな水産資源に！

①木材カスケードセンター

②臼杵エネルギーパーク

③新電力（地域PPS）

④循環型地域活動推進事業

地域の循環をテーマにした環境教育の実施

地域内への電力を供給

原木を地域で集荷して効率的に利用
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